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直近の英国判例法では、投資家と国家間の仲裁判断の執行について、仲裁判断がICSID条約または
ニューヨーク条約のいずれに基づくかによって、二つの経路が用意されている。

1978年国家免責法（State Immunity Act 1978）の下で、外国国家は、「事前の書面合意」により
管轄権に服した場合などの特定の例外を除き、英国裁判所の管轄権から免責される。条約が事前合
意に該当するかは解釈問題となる。

Spain v. Infrastructure Services Luxembourg Sarl訴訟において、英国最高裁は、スペインとジンバ
ブエによるICSID判断の執行に対する訴えを全員一致で却下し、締約国にICSID判断の承認と執行を
求めるICSID条約Article 54(1)は、「管轄権行使に対する国家同意の明白かつ明確な表現」であり、
したがって承認および執行手続における主権免責の放棄にあたる、と判断した。

反対に、Devas (Mauritius) Limited v. India訴訟において、英国控訴院は、インドのニューヨーク条
約批准は主権免責の放棄ではない、と判断した。ニューヨーク条約Article IIIの文言は、ICSID条約
Article 54(1)と類似するものの、控訴院は以下理由で両条約を区別した。

文章：ニューヨーク条約Article IIIには、仲裁判断は「当該領域の手続規則に従って」拘束力を有
し執行可能であるとの限定が付されているが、ICSID条約にはそのような限定はない。

構造：ICSID条約は、投資を確保し投資家を保護するために存在する一方で、ニューヨーク条約
は、国家が関与するものに限らず、仲裁判断一般に適用される。

控訴院は、主権免責は国家の「手続規則」に明確に該当し、したがってニューヨーク条約Article III
は、免責を排除するのではなく維持するものである、と結論づけた。

結論：ICSID判断の保持者にとっては、英国における執行経路がより明確になった一方で、ニュー
ヨーク条約に基づく判断の保持者は、依然として、国家の書面による仲裁合意を別途証明しなけれ
ばならない。このため、条約がICSIDと非ICSIDの双方を選択肢として認めている場合、投資家によ
る仲裁フォーラムの選択が、執行上の実質的な重要性を持つこととなり、執行可能な資産や想定さ
れる執行地について、慎重な事前評価が必要となる。
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